
－ － －

計 117 226 248 240 327

予備費等 － － －

執行額 114 220 209

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　上記目的を達成するため、相手国の課題を共有し本邦技術・ノウハウ・制度の紹介等を行う政府間協議の実施や、本邦建設技術の優位性を活かした
案件形成促進のためのセミナー等の開催、本邦企業の受注獲得に繋がる案件発掘・形成のための調査、相手国の課題やニーズを把握する調査、官民
が一体となって戦略的に海外展開を進めるために必要となる一元的な情報収集・分析を行うもの。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度要求

予算
の状
況

当初予算 117 226 248 240 327

補正予算 －

翌年度へ繰越し － － －

－ －

前年度から繰越し －

事業番号 446

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （国土交通省）
事業名 建設分野における国際協力、連携の推進 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

日本再興戦略（平成25年6月14日公表）
インフラシステム輸出戦略（平成25年5月17日公表）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

 開発途上国等におけるインフラ整備を通じた持続可能な社会経済開発等に協力し、相手国とのパートナーシップの構築を図ること及び本邦建設技術等
の海外展開による我が国経済成長に資することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度 平成１９年度～終了（予定）なし 担当課室

海外プロジェクト推進課、
国際政策課、環境政策課

海外プロジェクト推進課長

七條牧生

会計区分 一般会計 政策・施策名
12　国際協力、連携等の推進
　43　国際協力、連携等を推進する

政府開発援助職員旅費 0.1百万円

政府開発援助経済協力調査委託費 10.2百万円 19.9百万円

庁費 6.1百万円 25.4百万円

政府開発援助庁費 47.9百万円 59.7百万円

経済協力調査委託費 173.3百万円 217.6百万円

計 240.3百万円 326.8百万円

25年度 26年度見込

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

6,873（千円／件）

単位当たり
コスト

２３～２５年度の執行額と活動実績件数から算出
（542,981千円（執行額）／79件（件数））

計算式

0.1百万円

25年度 26年度活動見込

31 －

35 25

委員等旅費 1.3百万円 1.6百万円

1.1百万円 1.1百万円 要求額のうち「新しい日本のための優先課題推進枠」104.8百万円

職員旅費 0.4百万円 1.4百万円

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百

万
円

）

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

諸謝金

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 23年度 24年度

主に途上国を対象として、建設分野における国際協力、
連携の推進するために行った調査、セミナー、国際会議
等の業務発注件数

活動実績

件

17 31

当初見込み

活動指標 単位 23年度 24年度

15 34

121

目標値

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 23年度 24年度

件 － － － 131

達成度 ％ 91.6% 92.4% 92.4%

25年度
目標値

（28年度）

国際協力・連携等の推進に寄与したプロジェクトの件
数。
複数の事業を組み合わせた指標となっていることから
個々の事業における目標値等の設定をしていないた
め、業績指標単位での数を記載

成果実績 件 124 121

執行率（％） 98% 97% 84%



事業番号  446

・相手国との関係構築や連携強化、本邦技術導入のため、調
査・提案の実施やセミナー、会議等の開催といった効果的か
つ合理的な業務により実施している。
・また、継続して実施している国との会議や事業等について
は、実施した事業の成果を次の施策の企画に活用している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
前回のご指摘も踏まえ、着実な案件形成に繋げていくため、相手国の課題や政府のニーズを事前に調査した上でのテーマ設定を行うな
ど、案件形成・発掘調査を促進する業務を着実に実施し、相手国やJICA等の関係機関の検討材料となり、プロジェクトへ繋がるための業
務に取り組んでいる。

改善の
方向性

プロジェクトの案件形成を図るための調査・検討と相手国の課題や政府のニーズを事前に収集するための政策対話やセミナー等を効果
的に組み合わせ、相手国政府との継続的な協議や意見交換を実施し、事業結果を次の施策・段階に活かしているところ。

外部有識者の所見

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

・本事業は、建設分野における国際協力、連携の推進
のための事業であり、他分野の事業と類似したものとは
なっていない。

事業番号

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） －

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

－

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

・主要な調査業務等の採択先の選定を、企画競争また
は一般競争で行っており、競争性を確保している。
・費目、使途については真に必要なものを計上して各業
務の規模を決定している。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○

類似事業名 所管府省・部局名

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○ ・本事業はインフラを所管する諸外国政府関係機関等との信
頼関係構築、協力や連携を促進するためのものであり、政府
全体として進めている我が国インフラ技術、企業海外展開の
促進に繋がるものである。
・また、政府間での対話・協力枠組みとして国が自ら行うべき
ものを実施している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年 028 平成24年 032 平成25年 466

－

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
一
部
改
善

・事業内容が多岐にわたり、対象国も幅広い。事業効果の検証等を踏まえ、重点化・効率化を図るべき。
・企画競争入札おいても価格面での競争が働く仕組みとすべき。（評価項目に価格面を取り入れるなど）

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

縮
減

重点対象の絞り込みを行い事業の効率化を実施するとともに、引き続き、有識者委員会等における評価項目や採択手続きに関する意見を
踏まえ、価格面等を含めた評価項目の見直しを図る。



事業番号  446

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

国土交通省

209百万円 各事業の企画・立案、進捗状況管理
旅費・謝金

0.6百万円

Ａ．公益法人、民間企業、共同提案体15社
176.6百万円

【企画競争】

セミナー開催、調査の実施等

Ｂ．公益法人、民間企業4社
25.9百万円

【一般競争入札】

協議会運営支援等

Ｃ．公益法人、民間会社2社
3.2百万円

【随意契約】

データ管理、通訳等

諸経費

2.7百万円

ているかに い
て補足する）
（単位：百万

円）



事業番号  446

計 1 計 0

その他 通訳翻訳 1.8

C.（株）インターブックス G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他
技術経費、諸経費、会議費、旅費、通訳翻訳
等

10.2

B.（株）オーエムシー F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 直接人件費 1.2

計 6.8 計 0

人件費 直接人件費 6.8

その他
技術経費、諸経費、会議費、旅費、通訳翻訳
等

23.8

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.平成２５年度アジア諸国との二国間国際協力推進業務国際建設技術協会・日本工営共同提案体 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.8 計 0



事業番号  446

支出先上位１０者リスト
A.企画競争

B.一般競争

C.随意契約

防災技術の海外展開に関する新組織に係る民間団体情報整理・共有業務 0.6 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

日ミャンマー建設次官級会合　英語翻訳業務 0.5 － －

2 （一社）国際建設技術協会
国土交通分野に係る国際協力案件に関する情報収集・整理業務 0.9 － －

1 （株）インターブックス

ベトナム国建設省との技術・政策協議資料　英語翻訳業務 0.8 － －

第１回日インドネシア建設次官級会合　英語翻訳業務 0.5 － －

3 （株）コンベンションリンケージ ＧＥＡ国際会議開催支援業務 5.7 2 67.54%

2 （一社）国際建設技術協会
日ミャンマー防災連携推進支援業務 4.9 3 55.16%

トルコ国政府要人招聘等防災協力支援業務 0.7 1 69.70%

4 （株）佐藤総合研究所 海外展開情報データ構築補助業務 3.1 3 96.61%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 平成２５年度海外インフラプロ ラオス国防災能力向上調査業務 10.0 15 100%

1 （株）オーエムシー
海外水インフラ／道路ＰＰＰ協議会等開催支援業務 11 1 56.60%

日タイ防災連携推進支援業務 0.4 2 30.97%

7 （独）都市再生機構 ロシア都市環境問題に関する官民協力推進業務 11.2 2 100%

ミャンマーにおける建設・不動産分野の法律・制度整備支援に向けた我が国のプレゼンス強化業務 4.8 3 100%
6 野村総合研究所・オリエンタル ミャンマー及びインド国国際協力推進業務 11.9 4 100%

9 カザフスタン共和国ITSプロ カザフスタン共和国ITSプロジェクト調査業務 10.0 15 100%
8 日建設計シビル・水資源機構 ベトナム国フエ省水系一貫管理プロジェクト調査業務 10.0 15 100%

南アフリカ国防災協力検討業務 5.0 1 99.17%

5 日本工営（株）東京支店
ベトナム国ハイバントンネル２期工事必要性調査業務 10.0 15 100%

4 （一社）国際建設技術協会
トルコ国国際協力推進業務 6.0 1 99.30%
建設分野における我が国とモンゴルとの連携支援業務 5.7 3 100%

2 （一社）海外建設協会
建設分野における我が国とベトナムとの連携支援業務 11.8 1 100%
我が国のインフラ関連システム普及促進支援等業務 6.0 1 100%

3 （株）三菱総合研究所
本邦建設技術の海外展開に資する情報基盤整備業務 12.0 3 100%
地図・測量分野の本邦技術海外展開調査業務 5.0 4 100%

1 平成２５年度アジア諸国との二 アジア諸国との二国間国際協力推進業務 30.6 1 100%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



執行額 41 44 81

計 51 48 82 87 91

予備費等 - - - -

-

- - -

前年度から繰越し - - - -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

交通分野全体にわたる国際的な枠組みであるＩＴＦやＡＰＥＣの下に設置された交通大臣会合等の枠組みを積極的に活用し、国際的枠組み
の下で課題の解決を図る。また、これらの国際的な枠組みを活用し、世界における我が国の存在感の維持・拡大を図るとともに、我が国の
高質な交通インフラの効果的な普及に向けた取り組みを行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度要求

予算
の状
況

当初予算 51 48 82 87 91

補正予算 -

翌年度へ繰越し - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

交通分野に係る環境問題、セキュリティー問題等、一国のみでは解決が困難な地球的規模の課題について、ＩＴＦ（国際交通フォーラム）やＡ
ＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）等と連携を図りながら、国際的な協調・連携の下で戦略的な取り組みを推進する。また、高齢化による影響や
緊迫した財政下における施策の実行等各国が抱える共通の課題等について他国の先進的な取り組みの情報や認識を共有しその解決を図
る。

事業開始・
終了(予定）年度

平成１３年度～終了（予定）なし 担当課室 国際政策課
課長

堀内　丈太郎

会計区分 一般会計 政策・施策名
12　国際協力、連携等の推進
　43　国際協力、連携等を推進する

事業番号 447

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （国土交通省）
事業名 交通関係国際会議等に必要な経費 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

計 87 91

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百

万
円

）

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.5 0.3

職員旅費

庁費 53 53

国際交通フォーラム拠出金 26 29

6 6

委員等旅費 0.9 1

25年度 26年度見込

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

2,179

計算式 　　/ 41,148 / 43 43,995 / 44 81,383 / 40 87,173 / 40

(執行額)÷（活動実績件数）

単位当たり
コスト 千円 957 1,000 2,034

25年度 26年度活動見込

40 ―

44 40

件数

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 23年度 24年度

国際的な協調・連携を推進するために行ったＡＰＥＣ、ＩＴ
Ｆなどの国際会議等の発注件数。 活動実績 件数 43 44

当初見込み

活動指標 単位 23年度 24年度

件数 39 43

124 126 121

目標値

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 23年度 24年度

件数 121 131 131 131

達成度 ％ 102.5% 96.2% 92.4%

25年度
目標値

（28年度）

国際協力・連携等の推進に寄与した事業の件数。
成果実績

執行率（％） 81.0% 92.5% 93.4%



事業番号447

外部有識者の所見

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
会合開催等に携わる請負事業者等との間で頻繁に打ち合わせを行い、進行状況を的確に把握することを通じて、支出先・使途等についても十分把握し
ている。

改善の
方向性

26年度は可能な限り一般競争入札を行い、経費削減に努めていく。

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

複数応札の企画競争にて、事業者を選定した。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

-

APEC（日本開催）、ITF関連の会合に参加し、事業目的
に沿った活動を行った。活動実績は見込みに見合ったものであるか。 -

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○

国土交通分野に係わる政府間の協力・連携のための事
業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

執
行
等
改
善

所見を踏まえ、引き続き事業の効果的な執行に取り組むとともに、国際的枠組を通じた国際的な協調・連携や、我が国の高質な交通インフラの
効果的な普及に向けた取り組みを行っていく。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年 055 平成24年 051 平成25年 467

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
一
部
改
善

可能な限り一般競争入札への移行を進めるとともに、公示期間の延伸を行うなど、経費削減を図るべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



事業番号447

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

国土交通省

８１百万円

Ａ．民間企業（１社）

５５百万円

【企画競争】

会合の実施、運営業務等

各事業の企画・立案、進捗状況管理
旅費

４百万円

諸経費

２２百万円

補足する）
（単位：百万

円）



事業番号447

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 55 計 0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.日本コンベンションサービス(株) E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

人件費 直接人件費 2

使　途 金　額
(百万円）

その他 諸経費、会合開催費、会場借料、旅費等 53

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



事業番号447

支出先上位１０者リスト
A. 民間企業

1 日本コンベンションサービス(株)会合の実施、運営業務等 55
随契(企画競争)
3者応募 100.00%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

①アジアをはじめとする海外の旺盛な需要を取り込み、我が国企業の受注につなげると共に、相手国経済の発展・安定化にも貢献するた
め、インフラ海外展開を推進する。
②新興国等との交通分野における国際協力、連携、交流等の強化による信頼関係の構築を通じ、諸課題の解決を支援をする。

事業開始・
終了(予定）年度

昭和４８年度～終了（予定）なし 担当課室 国際政策課
課長

堀内　丈太郎

会計区分 一般会計 政策・施策名
12　国際協力、連携等の推進
　43　国際協力、連携等を推進する

事業番号 448

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （国土交通省）
事業名 国際交通分野における途上国の経済活性化と我が国企業競

争力強化のための支援
担当部局庁 総合政策局 作成責任者

936

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

①トップセールスの展開、我が国技術の活用につなげる案件形成調査等により、日本企業の参画に向けた環境整備を行う。また、我が国の
技術や規格の国際標準化に向けた国際機関への働きかけや、相手国におけるセミナー、研修等に取り組む。
②「日ＡＳＥＡＮ包括的経済連携構想」を受けた「日ＡＳＥＡＮ次官級交通政策会合」、中国・韓国等二国間の交通次官級会合等、多国間・二
国間協議を開催し、政策協調や課題の解決を図る。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度要求

予算
の状
況

当初予算 734 888 874 800 936

補正予算 -

翌年度へ繰越し - - -

予備費等 - - - -

-

- - -

前年度から繰越し - - - -

執行額 666 772 807

計 734 888 874 800

国際協力・連携等の推進に寄与した事業の件数。
成果実績 件数 124 126

執行率（％） 90.7% 86.9% 92.3%

109

当初見込み

活動指標 単位 23年度 24年度

件数 38 62

121

目標値

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 23年度 24年度

件数 121 131 131 131

達成度 ％ 102.5% 96.2% 92.4%

25年度
目標値

（28年度）

25年度 26年度見込

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

6,253

計算式 　　/ 665,642 / 109 772,129 / 109 807,269 / 129 800,438 / 128

(執行額)÷（活動実績件数）

単位当たり
コスト 千円 6,107 7,084 6,258

25年度 26年度活動見込

129 ―

61 128

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 23年度 24年度

交通分野における我が国企業競争力強化の推進及び途
上国の経済活性化のために行った調査等の発注件数 活動実績 件数 109

79 102

政府開発援助職員旅費 3 2

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

諸謝金 2 2

職員旅費

経済協力調査委託費 573 696 要求額のうち「新しい日本のための優先課題推進枠」212百万円

計 800 936

委員等旅費 15 12

政府開発援助庁費 2 2

政府開発援助委員等旅費 6 6

庁費 121 112



事業番号448

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○
政府間会合やトップセールス等、国自ら行うべき事業を
実施している。これらは、インフラ海外展開等の政策目
的達成に不可欠なものである。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

十分な成果を獲得するために確実な業務遂行体制が必
要な調査委託等は企画競争で行っており、その他は基
本的に一般競争へ移行している。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

-

成果実績は前年度をやや下回るものの、活動実績は２
５年度目標値を上回っている。活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
　本来活動実績の指標である「国際協力、連携等の推進に寄与した事業の件数」が成果実績の指標となっており、より適切な指標を設定す
る必要がある。
　実施した調査等がインフラ海外展開に向け有効に機能しているか、より詳細に検証する必要がある。

改善の
方向性

　把握可能でより適切な成果実績の指標を引き続き検討する。
　プロジェクトの受注には継続的な働きかけが必要であり、他機関や民間との連携を含め、次のステップへ発展していくものを把握し、重点
的に取り組んでいく。

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

外部有識者の所見

縮
 

減

・一者入札への対応として、平成26年度に入札に参加しなかった企業に対して、入札に参加できなかった理由等を聞くアンケート調査を行うとともに、公募
期間を従来よりも延長し、平成27年度の入札においては、より多くの企業が参加できるよう改善する。
・発掘・形成段階の案件に関する調査事業は国が実施し、ビジネス化の見込みがはっきりしている事業についての調査は民間企業が実施する、という官民
の役割分担の明確化を徹底しつつ、特定事業者だけではなく幅広い民間企業の利益になる調査事業を実施する。
・平成27年度以降のアウトカム指標として、「単年度で終わらず、翌年度のトップセールスやさらに深掘りの調査事業につながった、案件発掘・形成調査の
数」、「我が国インフラ企業が入札に至った回数」、「我が国企業の海外インフラ受注額」を加えることにより、受注に向けた長期に亘る我が国の活動、及び
その結果を反映させたアウトカム指標とする。
・設定したアウトカム指標については、実績の推移を、事業種別等の分類を工夫した上で把握・分析し、効率的な調査事業の実施に資するよう、見直しを行
う。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年 056 平成24年 052 平成25年 468

【平成２６年度公開プロセス】
「事業全体の抜本的な改善」
・調査事業について、他機関との役割分担を意識しつつ、例えば、一者入札の改善のほか、特定事業者の利益になるセールス目的の調査については民間の
費用負担とするなど、コスト削減の工夫を講ずるべき。
・アウトカム指標について、例えば、事業種別を勘案してそれぞれに設け、実績の推移を把握した上で受注に至るまでの各事業段階に対応させるなど、ＰＤＣＡ
サイクルの観点を踏まえたより適切な形に見直すこと。

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
全
体
の
抜
本
的

な
改
善

・日本再興戦略　(H26.6.14)及びインフラシステム輸出戦略・改訂版（H26.6.3)を踏まえ、インフラ輸出の川上となる案件発掘・形成調査の実施す
るとともに、その実施に際しては、一者入札の改善を図るなど、コスト削減の工夫を講ずるべき。
・アウトカム指標について、ＰＤＣＡサイクルの観点を踏まえ、把握可能でより適切な指標とすべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



事業番号448

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

国土交通省

８０７百万円

【一般・企画競争等】

Ａ．公益法人等（５法人）

３９百万円

Ｂ．民間企業（１８社）

４５５百万円

Ｃ．共同企業体（８社）

１９５百万円

【一般・企画競争等】

【企画競争】

調査・検討の実施、会議の開催

調査・検討の実施、会議・セミナーの開催

調査・検討の実施

各事業の企画・立案、進捗状況管理
旅費

８０百万円

諸経費

３８百万円

補足する）
（単位：百万

円）



事業番号448

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.（社）海外運輸協力協会 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

人件費 直接人件費 5

使　途 金　額
(百万円）

その他 諸経費、旅費、翻訳費、通訳費等 16

B.日本コンサルタンツ（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 21 計 0

人件費 直接人件費 64

その他 諸経費、旅費、翻訳費、通訳費等 157

計 221 計 0

C.日本コンサルタンツ（株）／（株）三菱総合研究所 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費 直接人件費 32

その他 諸経費、旅費、翻訳費、通訳費等 39

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 71 計 0

計 0 計 0



事業番号448

支出先上位１０者リスト
A.　公益法人等

B.　民間企業

C.　共同企業体 

調査の実施(海外鉄道プロジェクトにおけるコスト縮減の方策に関する調査) 30
随契(企画競争)
2者応募 100.00%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 （社）海外運輸協力協会 専門家会合の実施(日ASEANグリーン物流専門家会合の実施運営事業) 3 4 63.40%

2 （社）海外運輸協力協会 セミナー等の開催(メコン物流職業訓練センターの人材育成支援事業) 3 5 57.20%

1 （社）海外運輸協力協会
調査の実施(日ASEAN間の交通連携における新たな政策的枠組み及び重点推進分野に係
る評価・提言事業)

15
随契(企画競争)
1者応募 99.84%

6 （社）日本マリン事業協会 調査の実施(舟艇産業製品に係る模倣品実態調査) 1
随意契約
(少額)

100.00%

5 (一財)日本気象協会 調査の実施(日ASEAN交通安全・防災対策に係る優良事例調査事業) 5 2 52.74%

4 (一財)国際臨海開発研究センター 調査の実施(港湾技術の国際化・国際展開に関する検討業務) 11
随契(企画競争)
1者応募 99.81%

7 (一財)日本海洋レジャー安全・振興協会 調査の実施(マリンレジャーの国際化に伴う我が国マリン産業振興に関する調査業務) 1
随意契約
(少額)

100.00%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

40
随契(企画競争)
1者応募 100.00%

6 日本コンサルタンツ(株) 調査の実施(ベトナム国都市部近郊路線の見直しに伴う都市鉄道計画への影響に関する調査) 16
随契(企画競争)
1者応募 100.00%

5 日本コンサルタンツ(株) 調査の実施(ベトナムにおける自動運賃収受システムの複数路線での共通実装仕
様策定に関する調査)

20
随契(企画競争)
1者応募 100.00%

1 日本コンサルタンツ(株) 調査の実施(諸外国における鉄道に係る調達に関する調査) 60
随契(企画競争)
1者応募 100.00%

(株)三菱総合研究所 調査の実施(インドネシア航空交通管制システムの近代化調査) 9 2 98.18%

9 (株)三菱総合研究所 調査の実施(東欧における鉄道分野の適合性評価に関する調査) 12
随契(企画競争)
1者応募 100.00%

2 日本コンサルタンツ(株) 調査の実施(タイ高速鉄道計画への貨物輸送の導入可能性についての案件形成調査) 50
随契(企画競争)
1者応募 100.00%

4 日本コンサルタンツ(株) 調査の実施(スウェーデンへの鉄道インフラシステム輸出に関する調査) 23
随契(企画競争)
1者応募 100.00%

7 日本コンサルタンツ(株) 調査の実施(諸外国における日本の鉄道輸出の成功事例に関する調査) 12
随契(企画競争)
2者応募 100.00%

3 日本コンサルタンツ(株) 調査の実施(ミャンマーにおける鉄道車両近代化に関する調査)

8 (株)三菱総合研究所 調査の実施(欧州鉄道市場における政策及び運用実態に関する調査) 16
随契(企画競争)
1者応募 100.00%

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
日本コンサルタンツ（株）

/（株）三菱総合研究所

8
日本コンサルタンツ（株）
　/中央復建コンサルタンツ(株)

調査の実施
(日本と海外の高速鉄道技術に係る構造物やシステムの設計基準等の比較に関する調査)

12
随契(企画競争)
7者応募 100.00%

9
(一財）国際臨海開発研究センター
　/日本工営(株)

調査の実施(カンボジア・ベトナム国におけるクロスボーダー水運効率化検討業務) 7
随契(企画競争)
1者応募 96.71%

5
(一財）国際臨海開発研究センター
　/(株)オリエンタルコンサルタンツ

調査の実施(アフリカ東南部における海上物流に係る面的･広域的開発調査) 19
随契(企画競争)
1者応募 99.63%

6
日本コンサルタンツ（株）
　/日本交通技術

調査の実施(マレーシア高速鉄道都市部アクセス調査) 17
随契(企画競争)
1者応募 100.00%

7
(一財)日本総合研究所
　/日本コンサルタンツ(株)

調査の実施(ロシア極東地域とシベリア鉄道等を介した日露間国際物流の効率化方策及び
中央アジア諸国の物流現況に関する調査検討業務)

15
随契(企画競争)
3者応募 99.94%

2者応募

2
日本コンサルタンツ（株）
　/（株）三菱総合研究所

調査の実施(鉄道と沿線開発の一体的整備及び駅資産の活用等に関する調査) 11
随契(企画競争)
7者応募 100.00%

3
日本コンサルタンツ（株）
　/（株）三菱総合研究所

調査の実施(英国における鉄道運行事業の事業性調査) 30
随契(企画競争)
3者応募 100.00%

4
(一財）国際臨海開発研究センター
　/(株)三菱総合研究所

調査の実施(ASEAN地域における港湾物流円滑化に向けた港湾関連手続の簡素化・電子
化入促進調査業務)

53
随契(企画競争)
1者応募 100.00%

　/（株）三菱総合研究所



事業番号 449

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （国土交通省）
事業名 国際社会における交通連携の確保 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

アジア、アフリカを含む途上国の交通問題について、環境、安全など国際的視点から特に速やかな対応が求められる諸課題の解決を図る
ための取り組みを支援することにより、国際社会における交通連携の確保を図り、我が国の国益や企業活動を確保する。

事業開始・
終了(予定）年度

平成２５年度～終了（予定）なし 担当課室 国際政策課
課長

堀内　丈太郎

会計区分 一般会計 政策・施策名
12　国際協力、連携等の推進
　43　国際協力、連携等を推進する

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

海運事故を減少させるための安全制度の改善、原油等の海上輸送にとって不可欠な海賊対策能力の向上、航空機爆破テロを未然に防止
するための航空セキュリティ体制構築、シップリサイクル体制支援による海洋環境汚染対策の推進、途上国の環境に対する行動計画の実
施、ＡＳＥＡＮ地域における交通ネットワークの防災対策・復旧能力の向上等、諸課題の解決に向けて、途上国等の関係者を対象に、現地セ
ミナーや専門家会合、官民ラウンドテーブルの開催、ベストプラクティス集やマニュアルの作成、現地調査をふまえた対策の検討等を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度要求

予算
の状
況

当初予算 - - 46 48 50

補正予算 -

翌年度へ繰越し - - - -

- - -

前年度から繰越し - - - -

計 - - 46 48 50

予備費等 - - - -

執行額 - - 40

執行率（％） - - 87.2%

121

目標値

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 23年度 24年度

件数 - - 131 131

達成度 ％ - - 92.4%

25年度
目標値

（28年度）

国際協力・連携等の推進に寄与した事業の件数。
成果実績 件数

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 23年度 24年度

国際社会における交通連携を確保するために行った調
査、研修、国際会議等の発注件数 活動実績 件数 - -

当初見込み

活動指標 単位 23年度 24年度

件数 - -

- -

25年度 26年度見込

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

3,999

計算式 　　/ - - 40,436 / 10 47,993 / 12

(執行額)÷（活動実績件数）

単位当たり
コスト 千円 - - 4,044

25年度 26年度活動見込

10 ―

7 12

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百

万
円

）

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

経済開発援助職員旅費 7 6

政府開発援助庁費 35 37

政府開発援助経済協力調査委託費 7 7

計 48 50



事業番号449

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○ アジア、アフリカを含む途上国の交通分野について、国
際社会の交通連携に不可欠な環境・安全に関する課題
解決のため関係諸国・地域と連携して、地域や相手国
の取り組みを支援する政府開発援助の事業であり、真
に必要なものである。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

事業の大部分を一般競争入札で行い、経費削減に努め
ている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

-

活動実績は目標値を上回っていた。活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 -

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） -

外部有識者の所見

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
効果的、重点的な事業展開を進めるため、国際社会における交通連携のニーズを十分に把握して、ひとたび事案が発生すれば我が国を始
め国際社会への影響が大きい事業などに重点化した事業を実施した結果、適切に事業を実施することができた。

改善の
方向性

引き続き、可能な限り一般競争入札を行い、経費削減に努めていく。

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

特に意見はありません。

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
一
部
改
善

可能な限り一般競争入札への移行を進めるとともに、公示期間の延伸を行うなど、経費削減を図るべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

執
行
等
改
善

所見を踏まえ、引き続き事業の効果的な執行に取り組むとともに、途上国の諸課題の解決を図るための取り組みを支援することにより、国際社
会における交通連携の確保を図り、我が国の国益や企業活動を確保していく。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年 平成24年 平成25年 新25-66



事業番号449

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

国土交通省

４０百万円

【一般・企画競争】

Ａ．公益法人等（１法人）

１１百万円

Ｂ．民間企業（６社）

２４百万円

【一般競争・随意契約等】

調査・検討の実施、会議の開催

調査・検討の実施、会議・セミナーの開催

各事業の企画・立案、進捗状況管理
旅費

５百万円

諸経費

０．３百万円

補足する）
（単位：百万

円）



事業番号449

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.（社）海外運輸協力協会 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

その他 諸経費、会合開催費、会場借料、旅費、専
門家派遣経費、現地調査費等

10

人件費 直接人件費 1

計 11 計 0

その他 諸経費、旅費、通訳費、謝金等 6

B.（株）富士通総研 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 直接人件費 3

計 9 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



事業番号449

支出先上位１０者リスト
A.　公益法人等

B.　民間企業

1 （社）海外運輸協力協会 調査の実施 6
随契(企画競争)
1者応募 99.82%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 （社）海外運輸協力協会 セミナー等の開催 2 5 56.30%

2 （社）海外運輸協力協会 専門家会合の実施 3 2 67.05%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 日本工営(株) 調査の実施 4 2 84.69%

1 (株)富士通総研 調査の実施 9 1 90.12%

4 (株)日通旅行 専門家会合の開催 4 5 64.86%

3 (株)ビーズ セミナーの開催等 4 1 97.30%

6 サイマル・インターナショナル 通訳業務 1
随意契約
(少額)

100.00%

5 (株)日本海洋科学 調査の実施 2 1 99.42%



根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

閣議決定を経て加盟 

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

港湾に関して世界的に強い影響力をもつ国・地域・団体が数多く加盟するこれら国際機関に加盟することで、世界の港湾の時流・政策をいち早く把握
し、国内港湾施策に取り入れるとともに、国際的協定、基準の策定への積極的な参画により我が国港湾関連技術のグローバルスタンダード化を推進
し、以って我が国の国益に資するものとする。

事業開始・
終了(予定）年度

昭和30年度～終了(予定)なし 担当課室 産業港湾課国際企画室 室長　中﨑　剛

会計区分 一般会計 政策・施策名
12 国際協力、連携等の推進
   43 国際協力、連携等を推進する

事業番号 450

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （国土交通省）
事業名 国際港湾機関分担金 担当部局庁 港湾局 作成責任者

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

港湾に関連した国際的な機関への分担金。現在、国際航路協会（PIANC）、国際港湾協会（IAPH）、国際荷役調整協会（ICHCA)に加盟しており、各機関
の規約で定められた年会費を支払うもの。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　■その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度要求

予算
の状
況

当初予算 2 2 2 2 2

補正予算 -

翌年度へ繰越し - - -

予備費等 - - -

- -

前年度から繰越し - - - -

計 2 2 2 2 2

執行率（％） 90% 98% 100%

執行額 2 2 2

計 2 2 2 2 2

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 23年度 24年度

十分に実施 十分に実施 十分に実施 十分に実施

達成度 ％

25年度
目標値

（　　年度）

4 ―

当初見込み

活動指標 単位 23年度 24年度

回 4 5 4 5

十分に実施 十分に実施 十分に実施

目標値

25年度 26年度見込

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

計算式 　　/

÷

単位当たり
コスト

港湾分野での世界における日本のプレゼンスを高め、日本の
港湾関連産業の海外展開に資する活動の実施。（これらの活
動は様々な手法を取り得るものであり、また、成果は日本に
対する印象の向上等様々な側面を持つ。このため、成果実績
を定量的に示すことはできない。）

成果実績

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 23年度 24年度

25年度 26年度活動見込

国際航路協会（PIANC）総会等、
国際港湾協会（IAPH）総会等、
国際荷役調整協会（ICHCA)総会等
参加回数

活動実績 回 4 5

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

国際航路協会等分担金 2 2

計 2 2



事業番号450

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○
国民生活に直結する世界の港湾の潮流・政策の把握や
国際的協定・基準の策定への積極的な参画は、国が確
実に実施すべき事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

-

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 -

各機関の規約で定められた分担金の支払いのみで最低
限の拠出である。

受益者との負担関係は妥当であるか。 -

単位当たりコストの水準は妥当か。 -

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

- 会議の場で日本の立場を発言する等、見込み通りの活
動を行っている。
各機関で策定された基準等は、我が国の港湾整備でも
活用されている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） -

外部有識者の所見

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
これら港湾に関連する機関が国際的に影響力を持つことを鑑みると、これらの機関に引き続き加盟することは、世界の港湾の潮流・政策を
いち早く把握し、我が国が主導権を執り、発言力の維持につながる点で国益に資する。予算については、理事会（PIANC32カ国、IAPH45カ
国、ICHCA２カ国）で審議されたのち、総会で決定される仕組みとなっており、決定後の分担金は加盟国の債務として負担せざるを得ない。

改善の
方向性

総会の議決権を得る等、積極的に各機関の運営に関わるとともに、各機関に対して効率的な運営を求める。

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

国際港湾機関への分担金は、日本のプレゼンスを高める意味でも重要と思われ、今後も分担金に見合った発言力を確保しつつ、施策を進められることが望ま
れる。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

・外部有識者からの指摘のとおり、分担金に見合った発言力を確保すべく、引き続き施策を遂行願いたい。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

現
状
通
り

施策の遂行にあたっては、今後も分担金に見合った発言力を確保するよう努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年 349 平成24年 360 平成25年 470



事業番号450

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百万

国土交通省

２百万円

（各国際機関の会員）

Ｂ.国際港湾協会

１百万円

Ｃ.国際荷役調整協会

日本国内部会

０百万円

Ａ.国際航路協会

１百万円

【随意契約】 【随意契約】

〔港湾・航路に関する技術的検討〕 〔港湾管理者等による施策検討等〕
〔日本国内会員のとりまとめ〕

Ｄ.国際荷役調整協会

０百万円

〔貨物の荷役に関する技術的検討、講習等〕

【随意契約】

する）（単位：百万
円）



事業番号450

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.国際航路協会 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

分担金 国際航路協会分担金 1

B.国際港湾協会 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

分担金 国際港湾協会分担金 1

計 1 計 0

C.国際荷役調整協会日本国内部会 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

分担金 国際荷役調整協会分担金 0

分担金 国際荷役調整協会分担金 0

D.国際荷役調整協会 H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



事業番号450

支出先上位１０者リスト
A.国際航路協会

B.国際港湾協会

Ｃ.国際荷役調整協会日本国内部会

Ｄ.国際荷役調整協会

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 国際航路協会 分担金 1 － －

1 国際港湾協会 分担金 1 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 国際荷役調整協会日本国内部会 分担金 0 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 国際荷役調整協会 分担金 0 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率


